
〇地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）（抜粋） 

 

第十四条  略 

②  略 

③ 普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、その条例中に、

条例に違反した者に対し、二年以下の拘禁刑、百万円以下の罰金、拘留、科料若し

くは没収の刑又は五万円以下の過料を科する旨の規定を設けることができる。 

 

第十五条  略 

② 普通地方公共団体の長は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、普通地方公

共団体の規則中に、規則に違反した者に対し、五万円以下の過料を科する旨の規定

を設けることができる。 

 

第九十八条 普通地方公共団体の議会は、当該普通地方公共団体の事務（自治事務に

あつては労働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除

き、法定受託事務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由によ

り議会の検査の対象とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）

に関する書類及び計算書を検閲し、当該普通地方公共団体の長、教育委員会、選挙

管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員

会又は監査委員その他法律に基づく委員会又は委員の報告を請求して、当該事務の

管理、議決の執行及び出納を検査することができる。 

② 議会は、監査委員に対し、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあつては労

働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受託

事務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由により本項の監

査の対象とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）に関する

監査を求め、監査の結果に関する報告を請求することができる。この場合における

監査の実施については、第百九十九条第二項後段の規定を準用する。 

 

第百三十八条の四 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長

の外、法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 

② 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めるところにより、法令又は普通地方公

共団体の条例若しくは規則に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関

し、規則その他の規程を定めることができる。 

③ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関

として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は

調査のための機関を置くことができる。ただし、政令で定める執行機関については、

この限りでない。 

 



第百四十九条 普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。 

一 普通地方公共団体の議会の議決を経べき事件につきその議案を提出すること。 

二 予算を調製し、及びこれを執行すること。 

三 地方税を賦課徴収し、分担金、使用料、加入金又は手数料を徴収し、及び過料を

科すること。 

四 決算を普通地方公共団体の議会の認定に付すること。 

五 会計を監督すること。 

六 財産を取得し、管理し、及び処分すること。 

七 公の施設を設置し、管理し、及び廃止すること。 

八 証書及び公文書類を保管すること。 

九 前各号に定めるものを除く外、当該普通地方公共団体の事務を執行すること。 

 

第百九十九条  略 

②～⑥  略 

⑦ 監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求がある

ときは、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利

子補給その他の財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財

政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出資してい

るもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払

を保証しているもの、当該普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定める

ものの受託者及び当該普通地方公共団体が第二百四十四条の二第三項の規定に基

づき公の施設の管理を行わせているものについても、同様とする。 

⑧ 監査委員は、監査のため必要があると認めるときは、関係人の出頭を求め、若し

くは関係人について調査し、若しくは関係人に対し帳簿、書類その他の記録の提出

を求め、又は学識経験を有する者等から意見を聴くことができる。 

⑨～⑮  略 

 

（使用料） 

第二百二十五条 普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許可

を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することが

できる。 

 

（手数料） 

第二百二十七条 普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のた

めにするものにつき、手数料を徴収することができる。 

 

（分担金等に関する規制及び罰則） 

第二百二十八条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例



でこれを定めなければならない。この場合において、手数料について全国的に統一

して定めることが特に必要と認められるものとして政令で定める事務（以下本項に

おいて「標準事務」という。）について手数料を徴収する場合においては、当該標準

事務に係る事務のうち政令で定めるものにつき、政令で定める金額の手数料を徴収

することを標準として条例を定めなければならない。 

２ 分担金、使用料、加入金及び手数料の徴収に関しては、次項に定めるものを除く

ほか、条例で五万円以下の過料を科する規定を設けることができる。 

３ 詐欺その他不正の行為により、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収を免れ

た者については、条例でその徴収を免れた金額の五倍に相当する金額（当該五倍に

相当する金額が五万円を超えないときは、五万円とする。）以下の過料を科する規

定を設けることができる。 

 

（分担金等の徴収に関する処分についての審査請求） 

第二百二十九条 普通地方公共団体の長以外の機関がした分担金、使用料、加入金又

は手数料の徴収に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体の長が当該

機関の最上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長に対してす

るものとする。 

２ 普通地方公共団体の長は、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収に関する処

分についての審査請求がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下する

ときを除き、議会に諮問した上、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から二十日以内に意見を述べなければ

ならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第二項の規定による諮問をしないで同項の審査請求を

却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

５ 第二項の審査請求に対する裁決を経た後でなければ、同項の処分については、裁

判所に出訴することができない。 

 

（督促、滞納処分等） 

第二百三十一条の三 分担金、使用料、加入金、手数料、過料その他の普通地方公共

団体の歳入を納期限までに納付しない者があるときは、普通地方公共団体の長は、

期限を指定してこれを督促しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の歳入について同項の規定による督促をした場合

には、条例で定めるところにより、手数料及び延滞金を徴収することができる。 

３～１２  略 

 

（契約の履行の確保） 

第二百三十四条の二 普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負

契約又は物件の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共



団体の職員は、政令の定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又は

その受ける給付の完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合

において行なう工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。）

をするため必要な監督又は検査をしなければならない。 

２ 普通地方公共団体が契約の相手方をして契約保証金を納付させた場合において、

契約の相手方が契約上の義務を履行しないときは、その契約保証金（政令の定める

ところによりその納付に代えて提供された担保を含む。）は、当該普通地方公共団

体に帰属するものとする。ただし、損害の賠償又は違約金について契約で別段の定

めをしたときは、その定めたところによるものとする。 

 

（現金及び有価証券の保管） 

第二百三十五条の四 普通地方公共団体の歳入歳出に属する現金（以下「歳計現金」

という。）は、政令の定めるところにより、最も確実かつ有利な方法によりこれを保

管しなければならない。 

２ 債権の担保として徴するもののほか、普通地方公共団体の所有に属しない現金又

は有価証券は、法律又は政令の規定によるのでなければ、これを保管することがで

きない。 

３ 法令又は契約に特別の定めがあるものを除くほか、普通地方公共団体が保管する

前項の現金（以下「歳入歳出外現金」という。）には、利子を付さない。 

 

（行政財産の管理及び処分） 

第二百三十八条の四 行政財産は、次項から第四項までに定めるものを除くほか、こ

れを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又

はこれに私権を設定することができない。 

２ 行政財産は、次に掲げる場合には、その用途又は目的を妨げない限度において、

貸し付け、又は私権を設定することができる。 

一 当該普通地方公共団体以外の者が行政財産である土地の上に政令で定める堅固

な建物その他の土地に定着する工作物であつて当該行政財産である土地の供用の

目的を効果的に達成することに資すると認められるものを所有し、又は所有しよう

とする場合（当該普通地方公共団体と一棟の建物を区分して所有する場合を除く。）

において、その者（当該行政財産を管理する普通地方公共団体が当該行政財産の適

正な方法による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該土地を貸し付ける

とき。 

二 普通地方公共団体が国、他の地方公共団体又は政令で定める法人と行政財産であ

る土地の上に一棟の建物を区分して所有するためその者に当該土地を貸し付ける

場合 

三 普通地方公共団体が行政財産である土地及びその隣接地の上に当該普通地方公

共団体以外の者と一棟の建物を区分して所有するためその者（当該建物のうち行政



財産である部分を管理する普通地方公共団体が当該行政財産の適正な方法による

管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該土地を貸し付ける場合 

四 行政財産のうち庁舎その他の建物及びその附帯施設並びにこれらの敷地（以下こ

の号において「庁舎等」という。）についてその床面積又は敷地に余裕がある場合と

して政令で定める場合において、当該普通地方公共団体以外の者（当該庁舎等を管

理する普通地方公共団体が当該庁舎等の適正な方法による管理を行う上で適当と

認める者に限る。）に当該余裕がある部分を貸し付けるとき（前三号に掲げる場合

に該当する場合を除く。）。 

五 行政財産である土地を国、他の地方公共団体又は政令で定める法人の経営する鉄

道、道路その他政令で定める施設の用に供する場合において、その者のために当該

土地に地上権を設定するとき。 

六 行政財産である土地を国、他の地方公共団体又は政令で定める法人の使用する電

線路その他政令で定める施設の用に供する場合において、その者のために当該土地

に地役権を設定するとき。 

３ 前項第二号に掲げる場合において、当該行政財産である土地の貸付けを受けた者

が当該土地の上に所有する一棟の建物の一部（以下この項及び次項において「特定

施設」という。）を当該普通地方公共団体以外の者に譲渡しようとするときは、当該

特定施設を譲り受けようとする者（当該行政財産を管理する普通地方公共団体が当

該行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該土

地を貸し付けることができる。 

４ 前項の規定は、同項（この項において準用する場合を含む。）の規定により行政財

産である土地の貸付けを受けた者が当該特定施設を譲渡しようとする場合につい

て準用する。 

５ 前三項の場合においては、次条第四項及び第五項の規定を準用する。 

６ 第一項の規定に違反する行為は、これを無効とする。 

７ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可すること

ができる。 

８ 前項の規定による許可を受けてする行政財産の使用については、借地借家法（平

成三年法律第九十号）の規定は、これを適用しない。 

９ 第七項の規定により行政財産の使用を許可した場合において、公用若しくは公共

用に供するため必要を生じたとき、又は許可の条件に違反する行為があると認める

ときは、普通地方公共団体の長又は委員会は、その許可を取り消すことができる。 

 

（私人の公金取扱いの制限） 

第二百四十三条 普通地方公共団体は、法律若しくはこれに基づく政令に特別の定め

がある場合又は次条第一項の規定により委託する場合を除くほか、公金の徴収若し

くは収納又は支出の権限を私人に委任し、又は私人をして行わせてはならない。 

 



（公の施設） 

第二百四十四条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用

に供するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）

は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取

扱いをしてはならない。 

 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定め

があるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要

なものについて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせよ

うとするときは、議会において出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければな

らない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要がある

と認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通

地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管

理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業

務の範囲その他必要な事項を定めるものとする。 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当

該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報

告書を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならな

い。 

８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設

の利用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入と

して収受させることができる。 

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条

例の定めるところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指

定管理者は、あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受け

なければならない。 

１０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の

適正を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報

告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 



１１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定

管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消

し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

（公の施設の区域外設置及び他の団体の公の施設の利用） 

第二百四十四条の三 普通地方公共団体は、その区域外においても、また、関係普通

地方公共団体との協議により、公の施設を設けることができる。 

２ 普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体との協議により、当該他の普通地方

公共団体の公の施設を自己の住民の利用に供させることができる。 

３ 前二項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければなら

ない。 

 

（公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求） 

第二百四十四条の四 普通地方公共団体の長以外の機関（指定管理者を含む。）がし

た公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体

の長が当該機関の最上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長

に対してするものとする。 

２ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分についての審査

請求がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下するときを除き、議会

に諮問した上、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から二十日以内に意見を述べなければ

ならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第二項の規定による諮問をしないで同項の審査請求を

却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

 

（包括外部監査人の監査） 

第二百五十二条の三十七  略 

２  略 

３  略 

４ 包括外部監査対象団体は、当該包括外部監査対象団体が第百九十九条第七項に規

定する財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助

に係るもの、当該包括外部監査対象団体が出資しているもので同項の政令で定める

ものの出納その他の事務の執行で当該出資に係るもの、当該包括外部監査対象団体

が借入金の元金若しくは利子の支払を保証しているものの出納その他の事務の執

行で当該保証に係るもの、当該包括外部監査対象団体が受益権を有する信託で同項

の政令で定めるものの受託者の出納その他の事務の執行で当該信託に係るもの又

は当該包括外部監査対象団体が第二百四十四条の二第三項の規定に基づき公の施

設の管理を行わせているものの出納その他の事務の執行で当該管理の業務に係る



ものについて、包括外部監査人が必要があると認めるときは監査することができる

ことを条例により定めることができる。 

５  略 

 

（第百九十九条第七項の規定による監査の特例） 

第二百五十二条の四十二 普通地方公共団体が第百九十九条第七項に規定する財政

的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るもの、

普通地方公共団体が出資しているもので同項の政令で定めるものの出納その他の

事務の執行で当該出資に係るもの、普通地方公共団体が借入金の元金若しくは利子

の支払を保証しているものの出納その他の事務の執行で当該保証に係るもの、普通

地方公共団体が受益権を有する信託で同項の政令で定めるものの受託者の出納そ

の他の事務の執行で当該信託に係るもの又は普通地方公共団体が第二百四十四条

の二第三項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものの出納その他の事

務の執行で当該管理の業務に係るものについての第百九十九条第七項の要求に係

る監査について、監査委員の監査に代えて契約に基づく監査によることができるこ

とを条例により定める普通地方公共団体の長は、同項の要求をする場合において、

特に必要があると認めるときは、その理由を付して、併せて監査委員の監査に代え

て個別外部監査契約に基づく監査によることを求めることができる。 

２～６  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○北九州市折尾まちづくり記念館条例（令和３年６月２５日条例第２３号） 

 

（設置） 

第１条 折尾のまちづくりの歴史に関する情報の収集及び提供を行うとともに、住民

等の交流及び自主的活動の場を提供することにより、折尾における地域主体のまち

づくりの推進に資するため、北九州市折尾まちづくり記念館（以下「記念館」とい

う。）を北九州市八幡西区堀川町５番２３号に設置する。 

 

（事業） 

第２条 記念館は、次に掲げる事業を行う。 

（１） 折尾のまちづくりの歴史に関する情報の収集及び提供に関する事業 

（２） 折尾のまちづくりの支援に関する事業 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業 

 

（使用の許可） 

第３条 記念館を使用しようとする者は、あらかじめ、市長（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」

という。）に使用の許可を行わせる場合は、指定管理者。次項及び次条において同

じ。）の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、記念館の使用が次の各号のいずれかに該当するときは、前項の許可をし

ないものとする。 

（１） 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認めるとき。 

（２） 記念館の設置の目的に反するとき。 

（３） 記念館を損傷するおそれがあると認めるとき。 

（４） 前３号に掲げる場合のほか、記念館の管理上支障があると認めるとき。 

 

（使用の許可の取消し等） 

第４条 市長は、記念館の使用が次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項

の許可を取り消し、当該使用を拒み、若しくは制限し、又は記念館からの退去を命

ずることができる。 

（１） 前条第２項各号のいずれかに該当するとき。 

（２） この条例若しくはこの条例に基づく規則若しくはこれらに基づく処分に違反

し、又はこれらに基づく関係職員の指示に従わないとき。 

（３） 詐欺その他不正の手段により許可を受けたとき。 

 

第５条 前条の規定にかかわらず、市長は、指定管理者に使用の許可を行わせる場合

において、記念館の使用が前条各号のいずれかに該当する場合で必要があると認め

るときは、自ら当該使用を拒み、若しくは制限し、又は記念館からの退去を命ずる



ことができる。 

 

（使用料） 

第６条 市は、記念館の使用につき、別表に定める使用料を徴収する。 

２ 使用料は、使用の許可の際に納入しなければならない。ただし、市長が特別の理

由があると認めるときは、この限りでない。 

 

（使用料の減免等） 

第７条 市長は、公益上その他特に必要があると認めるときは、使用料を減免し、又

は使用料の徴収を猶予することができる。 

２ 既納の使用料は、返還しない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、

この限りでない。 

 

（指定管理者による管理） 

第８条 市長は、記念館の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めると

きは、当該記念館の管理を指定管理者に行わせることができる。 

 

（指定管理者の指定の手続） 

第９条 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が別に定める申請書に記念

館の管理に関する事業計画書その他規則で定める書類を添えて市長に申請しなけ

ればならない。 

２ 前項の規定による申請があったときは、市長は、事業計画書の内容、当該事業計

画書に従い記念館の管理を安定して行う能力等を審査の上、最も適当であると認め

たものを指定管理者として指定する。 

 

（指定管理者が行う業務） 

第１０条 指定管理者が行う記念館の管理の業務は、次のとおりとする。 

（１） 第２条各号に掲げる事業の実施に関する業務 

（２） 記念館の維持管理に関する業務 

（３） 記念館の使用の許可に関する業務 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務 

 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１１条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長の定め

るところに従い、記念館の管理を行わなければならない。 

 

（指定管理者等の秘密保持義務） 

第１２条 指定管理者の役員若しくは職員若しくはその構成員又はこれらの者であ



った者は、記念館の管理に関して知り得た秘密を漏らし、又は記念館の管理の業務

以外の目的のために使用してはならない。 

 

（委任） 

第１３条 この条例に規定するもののほか、記念館の管理に関し必要な事項は、市長

が定める。 

 

（罰則） 

第１４条 詐欺その他不正の手段により使用料の徴収を免れた者は、その徴収を免れ

た金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、

５万円）以下の過料に処する。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 

（令和４年規則第１２号で令和４年５月２８日から施行） 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前になされた第９条に規定する指定管理者の指定の手続に

相当する手続は、同条の規定によりなされたものとみなす。 

 

別表（第６条関係） 

区分 使用料 

会議室１ １時間又はその端数ごとに２８０円 

会議室２ １時間又はその端数ごとに２８０円 

会議室３ １時間又はその端数ごとに２８０円 

フリースペース １時間又はその端数ごとに５６０円 

屋外オープンスペース １時間又はその端数ごとに１，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○北九州市折尾まちづくり記念館条例施行規則（令和３年６月２５日規則第３７号） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北九州市折尾まちづくり記念館条例（令和３年北九州市条例第

２３号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（開館時間） 

第２条 記念館の開館時間は、午前９時から午後９時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると認めるときは、同項の開館

時間を変更することができる。 

 

（休館日） 

第３条 記念館の休館日は、１２月２９日から翌年の１月３日までの日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると認めるときは、同項の休館

日を変更し、又は臨時に休館日を指定することができる。 

 

（使用許可の申請） 

第４条 条例第３条第１項の許可（以下「使用許可」という。）の申請は、申請書を市

長（指定管理者に使用許可を行わせる場合は、指定管理者。次項において同じ。）に

提出して行わなければならない。 

２ 使用許可の申請は、記念館を使用しようとする日の３月前から受け付けるものと

する。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

３ 会議室１又はフリースペースの使用許可の申請は、条例別表に掲げる全ての区分

の使用許可の申請を行う場合に限り受け付けるものとする。 

 

（使用料の返還） 

第５条 条例第７条第２項ただし書の市長が特別の理由があると認めるときは、次の

各号に掲げるときとし、当該各号に定める額を返還する。 

（１） 天災その他使用者（使用許可を受けた者をいう。以下同じ。）の責めによらな

い事由により記念館を使用できないとき 使用料の全額 

（２） 使用許可を受けた使用の日の４０日前までに使用者が当該使用の中止を申し

出た場合で、市長が相当の理由があると認めるとき 使用料の５割に相当する額 

（３） 前２号に掲げる場合のほか、市長が特に必要と認めるとき 市長が定める額 

 

（使用権の譲渡等の禁止） 

第６条 使用者は、記念館を使用する権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

 

 



（特別の設備等の禁止） 

第７条 使用者は、記念館に特別の設備をし、又は変更を加えてはならない。ただし、

あらかじめ市長の許可を受けたときは、この限りでない。 

 

（原状回復の義務） 

第８条 使用者は、記念館の使用を終了したときは、直ちに、使用した区分を現状に

回復しなければならない。条例第４条の規定により使用許可の取消しを受け、又は

同条若しくは条例第５条の規定により使用の拒否若しくは記念館からの退去の命

令を受けたときも、同様とする。 

 

（損害賠償の義務） 

第９条 記念館に損害を与えた者は、その損害を賠償しなければならない。 

 

（指定管理者の指定に係る事項の公表） 

第１０条 市長は、記念館について指定管理者の指定をしようとするときは、あらか

じめ、記念館の概要、指定管理者の指定の申請の受付場所及び受付期間その他必要

な事項を公表しなければならない。 

 

（指定管理者の指定の申請の添付書類） 

第１１条 条例第９条第１項の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

（１） 定款又はこれに準ずるものの謄本 

（２） 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度における収支決算書 

（３） 現に行っている事業の内容及び実績を記載した書類 

（４） 事業計画書に係る収支見積書 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

（指定管理者の指定の告示） 

第１２条 市長は、記念館について指定管理者の指定をしたときは、その旨を告示す

るものとする。 

 

（指定管理者の事業報告） 

第１３条 指定管理者は、毎年度終了後、記念館の管理の業務に関し事業報告書を作

成し、当該年度の翌年度の５月３１日までに市長に提出しなければならない。 

 

（委任） 

第１４条 この規則の施行に関し必要な事項は、総務市民局長が定める。 

（令５規則１５・令６規則１８・一部改正） 

 



付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、条例の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前になされた第１０条の規定による公表及び第１２条の規

定による告示に相当する手続は、これらの条の規定によりなされたものとみなす。 

付 則（令和５年３月３１日規則第１５号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

付 則（令和６年３月２９日規則第１８号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 








